
平成２６年９月１７日 

日本原子力発電株式会社 

国民保護業務計画の一部改正の報告について

当社は、「武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律」（以下「国民

保護法」という）※１に基づく、当社の業務に関する国民保護措置の内容、実施方法、実施

体制、関係機関との連携等に関する事項を定めた「国民保護業務計画」について、同計画

の一部を改正し、平成２６年６月３０日に経済産業大臣に報告しました。本件について、

平成２６年９月９日付で経済産業大臣より内閣総理大臣へ報告されたことから、その要旨

をお知らせいたします。 

１．「国民保護業務計画」について 

「国民保護法」及び政府が策定した「国民の保護に関する基本指針」に基づき、各指定

公共機関には、武力攻撃事態等に備えて、住民の避難、避難住民等の救援、武力攻撃、災

害への対処などを盛り込んだ業務計画を作成し、所管行政機関の長を経由して内閣総理大

臣への報告及び関係都道府県、関係市町村への通知と公表が義務付けられています。 

当社は、「武力攻撃事態対処法」に定める指定公共機関として、武力攻撃事態発生時に

おけるエネルギーの安定供給や原子力の安全等を維持するため、「国民保護法」に基づき

「国民保護業務計画」を作成し、国への報告及び各自治体への通知を行うとともに、その

内容を公表するものです。 

２．「国民保護業務計画」の変更内容 

１）組織の一部改正（平成２６年６月３０日付）に伴うもの。 

２）記載の適正化 

※１：武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律 

（指定公共機関及び指定地方公共機関の国民の保護に関する業務計画） 

第三十六条  指定公共機関は、基本指針に基づき、その業務に関し、国民の保護に関する業務計画を作成し

なければならない。 

２   指定地方公共機関は、都道府県の国民の保護に関する計画に基づき、その業務に関し、国民の保護に

関する業務計画を作成しなければならない。 

３   前二項の国民の保護に関する業務計画に定める事項は、次のとおりとする。 

一  当該指定公共機関又は指定地方公共機関が実施する国民の保護のための措置の内容及び実施方法に

関する事項 

二  国民の保護のための措置を実施するための体制に関する事項 

三  国民の保護のための措置の実施に関する関係機関との連携に関する事項 

四  前三号に掲げるもののほか、国民の保護のための措置の実施に関し必要な事項 

４    指定公共機関及び指定地方公共機関は、それぞれその国民の保護に関する業務計画を作成したときは、

速やかに、指定公共機関にあっては当該指定公共機関を所管する指定行政機関の長を経由して内閣総

理大臣に、指定地方公共機関にあっては当該指定地方公共機関を指定した都道府県知事に報告しなけ



ればならない。この場合において、内閣総理大臣又は都道府県知事は、当該指定公共機関又は指定地

方公共機関に対し、必要な助言をすることができる。 

５   指定公共機関及び指定地方公共機関は、それぞれその国民の保護に関する業務計画を作成したときは、

速やかに、これを関係都道府県知事及び関係市町村長に通知するとともに、公表しなければならない。 

６   第三十三条第六項の規定は、指定公共機関及び指定地方公共機関がそれぞれその国民の保護に関する

業務計画を作成する場合について準用する。

７   前三項の規定は、第一項及び第二項の国民の保護に関する業務計画の変更について準用する。ただし、

第四項の規定は、政令で定める軽微な変更については、準用しない。 

添付資料：『国民保護業務計画』（全文） 
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